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平成 26 年６月 20 日 

各 位 

会社名  株式会社小僧寿し 
 代表取締役社長 大西好祐 
（JASDAQ コード 9973） 
問合せ先 執行役員管理本部長 桔梗正裕 
（電話番号 03－6226－4400） 

 

 

社内調査委員会からの調査報告書の受領について 

 

当社取締役会は、平成 26 年５月 15 日付「社内調査委員会設置に関するお知らせ」並びに平成

26 年５月 19 日付「社内調査委員会の委員決定に関するお知らせ」で開示いたしましたとおり、

当社及び当社子会社における支払等の妥当性、適正性等の調査のため設置された社内調査委員会

から、下記のとおり調査報告書を受領いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

 

１．社内調査委員会の目的 

以下の事実関係の調査分析を行うとともに、下記事由の妥当性、適正性について判断し、その

必要に応じた改善策について提言することを目的としております。 

 

（１）当社子会社の前身たる企業（同年４月 18 日付で株式会社小僧寿しファイナンスへ商号変更。

以下「前身企業」という。）への調査費等の名目で同年２月 10 日に当社から相手方に支払われて

いる 400 万円に関し、当社の社内決裁の経緯等の事実関係について 

（２）人材紹介仲介料の名目で平成 26 年４月 14 日に当社から上記（１）の相手方がその当時代表

取締役を務める会社に支払われている 292 万円に関し、当社の社内決裁の経緯等の事実関係につい

て 

（３）当社が株式会社小僧寿しファイナンスに対し運転資金の名目で貸し付けた 5,000万円のうち、

同社の預金口座より 4,457 万円が出金されたことに関し、5,000 万円の貸付の経緯及びその妥当性、

4,457 万円が出金された経緯及びその手続の適正性、4,457 万円の使途等の事実関係について 

 ※株式会社小僧寿しファイナンスの預金口座から出金された 4,457 万円のうち 4,400 万円は既に

５月 14 日に当社が株式会社小僧寿しファイナンスより回収済みです。 

 

 

２．調査報告書について 

調査報告書の内容につきましては、添付「調査報告書」をご覧下さい。 
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なお、重要なヒアリング対象者へのヒアリング要請が拒絶あるいは発言内容が変遷する等によ

り、社内調査委員会において十分な解明ができなかった事実関係もあるものの、本調査報告書で

は、以下のとおり、調査対象事項である調査費用の支払等について適正ではないと評価するに至

った旨記載されております。 

 

（１）当社子会社の前身たる企業（同年４月 18 日付で株式会社小僧寿しファイナンスへ商号変更）

への調査費等の名目で同年２月 10 日に当社から第三者に支払われている 400 万円について 

 

○ 当社代表取締役社長が、調査費の具体的説明や調査費の見積もりの確認、調査に関係する

人物との利害関係等の確認を怠り、本件調査費用を支払ったことが認められた。 

○ 当社代表取締役社長が提示した当該第三者の具体的な業務が記載された回答書（以下「本

件回答書」という。）については、本件回答書に記載された業務を当該第三者が実施したか

どうか不明であること、それらの業務は前身企業またはその代表者がその費用を負担すべ

き内容のものであること、当該第三者が当社子会社の前身たる企業と密接な利害関係を有

する者であり、当該第三者に前身企業の調査費用や紹介料を支払うことは不合理であるこ

となどの事情から、本件回答書の提示をもって調査費用の支払が正当化されるとはいえな

い。 

○ 以上に加え、関係者より提示のあった資料や代表取締役社長の説明内容等を勘案すると、

代表取締役社長から本件調査費用の支払の正当性を裏付ける根拠は示されておらず、その

支払は適正なものではないと判断せざるを得ない。 

 

（２）当社に幹部候補として入社した従業員についての人材紹介仲介料の名目で平成 26 年４月 14

日に当社から第三者に支払われている 292 万円にについて 

 

○ 当社に当該幹部候補を紹介したのは当該第三者とは異なる別の人物であり、当該候補自身

も同様の認識であることから、292 万円の支払先である当該第三者に本件紹介料を支払う

根拠に欠けている。 

○ 当該第三者に紹介料を支払った理由についての代表取締役社長の説明は、合理的な理由も

なく変遷している上、関係者より提示のあった資料等とも整合しないことなどから、その

内容を信用することはできない。 

○ 以上のことなどにより、代表取締役社長からその支払について合理的な根拠をもった説明

はなく、その支払は適正なものではないといわざるを得ない。 

 

（３）当社が株式会社小僧寿しファイナンスに対し運転資金等の名目で貸し付けた 5,000 万円およ

びそのうち 4,457 万円が出金された件について 

 

○ 小僧寿しファイナンスの事業計画を十分把握しておらず、貸付時には同社のデューデリジ

ェンスおよび前身企業が負担する債務についての免責的債務引受の手続も未了であるなど

の状況で貸付を指示した社長の判断は、5,000 万円の回収リスクを軽視した拙速な判断で

ある。 
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○ 当社代表取締役社長は、貸し付けた 5,000 万円のうち 4,457 万円が出金されたことについ

て、その出金の際に使用された払戻請求書に同社長が保有する銀行印を押印したことも、

その押印を承諾した事実もないとしていたが、その後、本出金について事前に承諾してい

たなどと合理的な理由もなく説明を変遷させており、当社を著しく混乱に陥れる遺憾な対

応である。 

 

また、責任の所在についても当社代表取締役社長への上記 400 万円及び 292 万円の返還請求並

びに取締役の辞任勧告を含めた対応を検討する必要がある旨表明されております。取締役会では

この調査委員会の勧告に基づき、代表取締役社長である大西好祐氏と話し合いを行った結果、同

氏より同氏以外の取締役が社外取締役であることに鑑み平成 26 年８月７日開催予定の臨時株主

総会終了の時をもって取締役を辞任する表明を受けました。 

当社では併せて提案された改善策に基づき、今後必要な措置を講じてまいります。なお必要な

措置については、確定次第開示してまいります。 

 

３．決算への影響について 

 

「１．社内調査委員会の目的」に記載の通り、本調査対象事項には「調査費等の名目で平成 26

年２月 10 日に支払われた 400 万円」「人材紹介手数料の名目で平成 26 年４月 14 日に支払われ

た 292 万円」「子会社株式会社小僧寿しファイナンスに対して運転資金の名目で貸し付けられた

5,000 万円」という資金の移動が認められます。これら資金の移動につきましては下記のとおり

決算に反映する予定です。 

 決算反映時期 処理科目 計上金額 

調査費用 400 万円 平成 26 年 12 月期第１四半期 雑損失 4,000,000 

人材紹介手数料 292 万円 平成 26 年 12 月期第２四半期 支払手数料 2,920,000 

運転資金の貸付 5,000 万円 平成 26 年 12 月期第２四半期 貸付金 2,149,863 

  

株主の皆様をはじめ関係各位には、多大なご心配とご迷惑をおかけしておりますことを、深く

お詫び申し上げます 

当社では今回の調査結果を真摯に受け止め、社内調査委員会の提言に基づき内部体制の見直し

を図り、再発防止に努めてまいります。 

 

以 上 

 



 

 

株式会社小僧寿し 
   取締役会 御中 
 

平成 26 年 6 月 20 日 

 

 

 

 

社内調査報告書 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

株式会社小僧寿し 社内調査委員会 
 

委員長 藤戸 久寿

委員 大野 克司

委員 高谷  覚

委員 奥村 久美
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第１ 本件調査の概要  

 

 １ 社内調査委員会の設置の経緯、目的  

 

 （１）金融事業会社の全株式の取得  

    当社は、フランチャイズチェーン加盟者への新たな支援業務及び新規収益事業

を開始する目的で、平成 26 年４月 18 日開催の取締役会において、金融事業会社

であるＴ社の全株式を取得することを決議し、同日、同社の商号は株式会社小僧

寿しファイナンス（以下「小僧寿しファイナンス」という。）に変更された。  

 

 （２）監査法人の常勤監査役に対する調査の要請  

平成26年５月６日、会計監査人である東陽監査法人（以下「監査法人」という。）

から常勤監査役に対し、同年２月10日にＴ社の調査費等として当社からＡに対し

400万円が支払われていること、同年４月14日に人材紹介仲介料名目で当社からＡ

がその当時代表取締役を務めていたＸ社に対し約292万円が支払われていることの

妥当性等について調査を実施するよう要請があった。  

 

 （３）金融事業会社の預金口座からの預金流出の疑い  

監査法人からの上記の要請を踏まえ、常勤監査役及び社外監査役２名（以下「監

査役ら」という。）が小僧寿しファイナンスに関連する当社からの支出について調

査したところ、当社から小僧寿しファイナンスに対して同社の運転資金等への活用

を目的とした5,000万円の貸付（以下「本件貸付」という。）が行われた平成26年

５月２日、同社の預金口座から5,000万円のうち約4,457万円が権限のない者によっ

て引き出された可能性があることが明らかになった（なお、当該資金のうち、4,400

万円は同月14日に当社に返金済みである）。  

 

 （４）社内調査委員会の設置の目的  

当社では、上記の事情を踏まえ、これらの支払等の事実関係について迅速かつ公

正に調査、分析し、必要に応じた改善策を提言するために、社外監査役を中心とす

る社内調査委員会（以下「当委員会」という。）を設置することにした。  

 

 ２ 社内調査委員会の構成  

    

当委員会の委員のメンバーは以下のとおりである。  

    委員長  藤戸 久寿（当社社外監査役、弁護士）  

    委員   大野 克司（当社常勤監査役）  
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    委員   高谷  覚（当社社外監査役、弁護士）  

    委員   奥村 久美（当社内部監査室室長）  

 

 ３ 調査の期間、範囲及び方法  

 

 （１）調査期間  

    当委員会は、平成 26 年５月 19 日から同年６月 19 日までの間、後述する調査

方法等により調査を行った。  

 

 （２）調査対象事項  

    当委員会は、監査法人からの指摘、小僧寿しファイナンスの預金口座からの不

明朗な預金引出の疑いが生じたこと及びその後の監査役らによる調査の状況等

を踏まえ、取締役会決議に基づき、次の事項について調査を実施した。  

 

   ア Ｔ社への調査費等の名目で平成 26 年２月 10 日に当社からＡに支払われた金

額（以下「本件調査費用」）である 400 万円に関し、当社の社内決裁の経緯及

びＡの業務内容等の事実関係並びにその支払の妥当性  

 

   イ 当社幹部従業員が同年４月に当社に入社するに当たり人材紹介仲介料の名目

で同月 14 日に当社からＸ社に支払われた金額（以下「本件紹介料」という。）

である約 292 万円に関し、当社の社内決裁の経緯等の事実関係及びその支払の

妥当性  

 

   ウ 本件貸付が行われた同年５月２日に 5,000 万円のうち約 4,457 万円が出金され

たこと（以下「本件預金引出」という。）に関し、本件貸付の経緯及びその妥当

性、約 4,457 万円が出金された経緯及び手続の適正性並びにその後の使途等の事

実関係  

 

 （３）調査方法  

    当委員会は、以下のとおり、本調査対象事項の関係者に対するヒアリング及び

関係資料の収集、分析等の方法により本調査を行った。  

 

   ア 関係者に対するヒアリング  

     当委員会の本調査対象事項について、社内の稟議、決裁及び関連する契約の

締結に関与した当社の役職員の他、社外の関係者に対し、ヒアリングを実施し

た。  
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   イ 関係資料の収集、分析  

    ① 当社の役職員から提供された、本調査対象事項に関する取締役会議事録、

経営会議議事録、稟議書、関連契約書、請求書、領収証、報告書、出納記録

等の関係資料  

② 社外のヒアリング対象者から提供された、関係者のメール、報告書、事業

計画書、履歴事項証明書、小僧寿しファイナンスの預金口座の取引明細、払

戻請求書等の関係資料  

 

４ 調査の限界  

 

  当委員会は、関係者に対し、順次ヒアリングを実施してきたが、本調査対象事項

について極めて重要な事実を把握しており、事案の十分な解明のためにはヒアリン

グが不可欠であると考えられたＡ及びＢについては、後述するとおり、ヒアリング

を実施することができなかった。また、ヒアリングを実施した関係者においても、

説明内容が変遷したり、記憶が曖昧であったりしたことなどにより、十分明らかに

なっていない事実関係もある。  

しかし、当委員会が実施したヒアリングや収集した関係資料等から、本件調査費

用の支払等については、いずれも適正なものではないと判断できたことから、本報

告書を取締役会に提出することにしたものである。  

 

第２ 本件調査の結果  

  

１ 本件調査費用の支払について  

    

（１）支払の経緯等  

当委員会が実施したヒアリング、収集した関連資料等から、本件調査費用の支

払の経緯等については、以下の事実関係が認められる。  

 

  ア 金融事業会社の買収に向けた動き  

当社代表取締役社長（以下「社長」という。）は、平成 25 年 12 月３日に社長

に就任した後、子会社を通じて当社フランチャイズチェーン等に対する運転資

金の貸付等の金融事業を実施することを計画し、平成 26 年１月頃より、買収対

象の候補となる金融事業会社の調査を開始した。  

 社長は、同月末頃、知人Ｃに金融事業会社の紹介を依頼したところ、Ｃは、

Ｔ社の貸金業に関する行政への申請手続等に関与していたＡに対し、同社代表



 
 

5

取締役Ｂによる同社売却の意向の有無についてＢに確認するよう要請した。同

年２月５日、社長、Ｂ及びＣが面談した際、社長はかつて知り合ったことがあ

るＡを通じてＢが紹介されたことを認識した。同日の面談では、サクラ商事の

株式の売却代金やＢの処遇をめぐり、Ｂの意見とＣの意見が対立するなどした

ため、同社の株式の売却について合意に至らなかった。その後、社長とＢとの

協議の結果を踏まえ、社長がＢの窓口となったＡとＴ社の売却に関し交渉した

ところ、Ａが同社の調査等を行い、その費用としてＡに 400 万円を支払うこと

で合意した。  

なお、社長は、この合意の際、Ａから当該調査の具体的な内容等について聴

取をせず、かつ必要な資料の提示も受けていない。また、本件調査費用の合意

について社長以外に関与した当社役職員は存在しない。  

 

   イ 社内稟議の状況  

平成 26 年２月６日、社長から指示された元人事総務部長は、「子会社設立関

連の件」の件名で、400 万円の仮払金の支払についての稟議を申請し、同日社

長の決裁が行われたが、400 万円は社長自ら相手方に支払うことになっていた

ため、同月 10 日、当社より社長の預金口座に 400 万円が振り込まれた。  

なお、当該稟議の申請書に、調査会社名、調査の内容、見積書等の資料が添

付されておらず、調査の内容、その必要性等が判然としなかったため、前管理

本部長は、当該稟議の承認を保留した上、同月 12 日、元人事総務部長に対し、

稟議システム上にそれらの添付を指示するコメントを掲載した。同年４月７日

以降、元人事総務部長は、社長から提示のあったＴ社の登記簿謄本等の資料を

添付したが、その中に見積書はなかった。  

なお、稟議のシステム上、その申請がなされれば、社長に至るまでの決裁ル

ートに位置づけられる役職者の承認が得られない場合でも社長が即決裁するこ

とが可能であり、社長の決裁が行われた場合には、その中間の役職員は後閲承

認を行うことになっていた。  

 

ウ Ｔ社及びＢとＡとの関係  

Ａは、本件調査費用の支払の決裁が行われた平成 26 年２月６日当時、Ｔ社

の貸金業の申請手続やコンサルティング業務に関与していた上、同年４月 15 日

時点で、同社に対し、多額の債権を有していた。  

 

   エ 社長の当社顧問弁護士への依頼の経緯、内容  

   （ア）平成 26 年２月 13 日、社長は、当社の顧問弁護士Ｄ（以下「Ｄ弁護士」と

いう。）に対し、Ｔ社の買収をすることを理由に、後ほどＢより送付させる資
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料を踏まえ同社の株式を当社が譲り受ける内容の譲渡契約書の作成を行うよ

う依頼した。同日頃、ＢはＤ弁護士に対し、同社の事情をよく把握している

Ａと情報交換をしてほしいとの依頼を行った上、同月 16 日に同社の決算報

告書等を、同月 17 日に財産目録等の資料を送付した。  

      社長からの上記依頼及び B からの上記要請等を踏まえ、同月 21 日、Ｄ弁

護士がＡと面談した際、Ａは、当社がＴ社の株式をＢから譲り受けた後もＢ

が引き続き同社で勤務することを希望していることなどをＤ弁護士に伝えた。

これらのＡからの説明を踏まえ、Ｄ弁護士は社長に対し、同月 22 日、同社

の株式の譲渡代金について 100～300 万円程度が妥当であることや、免責的

債務引受については債権者の同意が得られるか不透明であるなどとする意見

を伝えた。なお、Ｄ弁護士は、ＡはＢ又はＴ社側の代理人と認識していた。  

 

（イ）同年４月 16 日、社長はＤ弁護士に対し、Ａ作成の過払い金返還請求事案

に関する報告書、Ｔ社の資産・負債に関する報告書及び同社の貸金業務事業

計画書を送付し、同月 18 日までに、同社の株式譲渡代金を 1,000 万円とす

る株式譲渡契約書（以下「本件譲渡契約書」という。）と登記申請書類の作成

を依頼した。  

しかし、Ｄ弁護士が保有する関係資料等からＴ社に関するデューディリジ

ェンス（以下「ＤＤ」という。）が行われている形跡が見られなかったため、

Ｄ弁護士は、Ａ作成の調査報告書等の内容の正確性についてのリスクを踏ま

え、本件譲渡契約書について、同社の債権者による免責的債務引受への同意

が得られなかった場合等に当社が株式の譲渡契約を解除できる契約の内容と

した。また、Ｄ弁護士は、同月 17 日、社長に対し、Ｔ社のＤＤを行ってい

ないため、同社の財務諸表の正確性について裏付けがないリスクについて報

告を行った。  

 

   （ウ）同年４月 18 日、当社は、Ｔ社から、同年５月末日までに資産及び負債の

整理（免責的債務引受を含む。）の完了等を条件として、Ｂから同社の全株

式の譲渡を受けた。  

 

   オ 監査法人の指摘  

     平成 26 年５月６日、監査法人より、本件調査費用として 400 万円が現金で

Ａに支払われていること、400 万円の領収証の記載等から社長がＡにＤＤを依

頼していることが認められるが、Ｔ社の債権者であるＡにＤＤを依頼するのは

不適切であること、400 万円に相当する成果物が見当たらないことなどを理由

に、常勤監査役に本件調査費用の支払の経緯等に関する調査依頼がなされた。  
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   カ 社長に対するヒアリング  

   （ア）５月７日ヒアリング  

常勤監査役は、平成 26 年５月７日、本件調査費用の支払について社長に

対するヒアリングを実施したところ、社長は以下の内容の説明を行った。  

     ○ ＡからＴ社を紹介され、同社の調査費用に加え、紹介手数料も含めた金額

として 400 万円を支払った。  

     ○ Ａへの支払は時間がなく急ぎであったため、400 万円はＡへの手渡しにな

った。  

     ○ ＡがＴ社の債権者であることは、同社との株式譲渡契約の際、初めて知っ

た。  

 

   （イ）５月 14 日ヒアリング  

      同年５月 14 日、監査役らのヒアリングにおいて、社長は以下の内容の説

明を行った。  

     ○ ＣからＢを紹介されたときに、ＡがＣとＢの間に入り、Ｔ社の実際の紹介

者と知った。  

     ○ Ａは、ＢとＴ社の代理人、エージェントという立場と認識していたが、Ａ

から「私の方でいろいろお手伝いしたいんで、調べます」との説明があり、

同社の紹介料も含め調査費用として 400 万円という金額の提示があったの

で、本件調査費用を支払った。  

     ○ Ａから本件調査費用として 400 万円の提示があったときには、その内訳

は出ていないが、Ａから５月 10 日付の回答書（以下「本件回答書」という。）

をもらっている。  

 

   （ウ）６月 10 日ヒアリング  

    同年６月 10 日、当委員会のヒアリングにおいて、社長は以下の内容の説

明を行った。  

○ Ａに本件調査費用の 400 万円を支払った時点で、Ａから 400 万円の費用

の見積書の提示を受けた。  

○ 本件調査費用の 400 万円は、Ｃから妥当な金額であり急いでいるのなら

仮払金で受け取れば良いと提案された。  

○ 本件回答書について内容を精査したが、業務の日付やその内容は間違っ

ていなかった。  

○ 私の個人口座に本件調査費用として 400 万円が入金された後、400 万円を

当日引き出し、Ａに支払った。  
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   キ Ａの対応  

     Ａは、社長の依頼により、本件調査費用の内訳として、平成 26 年５月 10 日

頃、本件回答書を社長に送付した。  

     当委員会は、同月 19 日の当委員会設置の直後から、Ａに対し、本件調査費

用及び本件紹介料に関連し、文書及び電話連絡により再三にわたり当委員会の

ヒアリングに応じるよう協力を要請した。  

     しかし、Ａは、同年６月９日、弁護士を通じて、本件調査費用の支払につい

ては社長との合意に基づくものであり、受託業務の内容については全て社長に

報告済みであることなどを理由に、当委員会によるヒアリングには応じない旨

の文書による回答を行った。  

 

 （２）本件調査費用の支払の妥当性等  

  

ア 社長は、平成 26 年２月６日、元人事総務部長に指示して本件調査費用の稟議

申請を行わせた時点において、ＡがＣを介してＴ社及びＢを社長に紹介したこと

や、Ａが同社の代理人の立場で活動していることを知っていたのであるから、Ａ

が同社のことを調査したとしても、中立的かつ公正な調査が実施されない危険性

があることは容易に認識できたはずである。また、本件調査費用の支払について

は、社長の他、当社役職員は実質的には一切関与していなかったことが認められ

る。  

そのため、社長は、Ａが実施する予定の業務の内容の説明を受け、かつその費

用見積等の資料の提示を求めるなど、本件調査費用の支払の妥当性について検討

すべきであった。  

それにもかかわらず、社長は、ＡがＴ社の実質的な紹介者であったことを同月

５日に知った後、Ａから調査内容についての具体的な説明や調査費用の見積り等

の提示も受けず、かつＡと同社との利害関係等について調べることもないまま、

Ａの求めに応じ、同月６日には本件調査費用の決裁を行い、その後 400 万円を

現金でＡに交付していることが認められる。  

したがって、Ａに対する本件調査費用の支払は、拙速かつ不合理な判断であっ

たと言わざるを得ない。  

 なお、社長は、同年６月 10 日のヒアリングの際、Ａからは見積りの提示を受

けていたことや、400 万円という金額はＣから妥当な金額であるという評価を

受けていたことなどの説明を行い、本件調査費用の支払の正当性を主張した。

しかし、Ａによる見積りの提示やＣによる評価は、本件調査費用の支払の妥当

性を裏付ける事実関係であるにも関わらず、社長は、それ以前のヒアリングで
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はこれらの存在について一切触れていない。また、これらの説明は当委員会が

保有する資料とも整合せず、かつ、社長は、Ａ及びＢを除く他のヒアリング対

象者と異なり、当委員会が要請した資料の提示を行わないなどの事情をも勘案

すると、社長の上記説明を信用することはできない。  

 

イ   Ａが本件回答書で述べるＡが行ったとされる業務については、実際にＡが当該

業務を行ったかは明確ではない。この点に関し、社長は、当委員会による平成

26 年６月 10 日のヒアリングにおいて、同回答書に記載されている業務の日付及

びその内容は正確である旨説明を行ったが、当委員会の委員から本件回答書の記

載と当委員会が保有する資料との整合性について疑問を呈したところ、それに対

する合理的な説明をすることはできなかった。  

また、本件回答書においてＡが説明する業務は、Ｔ社又はＢの代理人の立場で

行うべきものであり、これらは本来同社又はＢが負担すべき性質の費用である。

実際、Ａと面談し、かつその後のメール等でＡと交渉を行っていたＤ弁護士は、

Ａは同社側の立場で活動しているとの認識であったことが認められる。  

     これらの事情に加え、Ａが作成したＴ社に関する調査報告書はＤＤの成果物と

いえる内容ではなく、また、Ａは同社の多額の債権者かつ同社のコンサルティ

ング業務を行っている者であり、買収先の会社の調査ないしＤＤを依頼する相

手方としては著しく適性を欠くことは明らかである。さらに、自らが債権者で

ある同社を紹介したとの理由により当社がその紹介料をＡに支払うことも不合

理である。  

以上のとおり、本件回答書については、本件調査費用の支払を正当化する資

料ということはできない。  

 

ウ これらの事情に加え、関係者より当調査委員会に提出のあった資料や社長のヒ

アリング内容等を勘案すると、社長から本件調査費用の支払の正当性を裏付け

る合理的な根拠は示されておらず、その支払は適正なものではないと判断せざ

るを得ない。  

 

２ 本件紹介料の支払について  

 

当委員会が実施したヒアリング、収集した関連資料等から、本件紹介料に関する

支払の経緯等については、以下の事実関係が認められる。  

 

 （１）本件紹介料の支払の経緯等  
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      ア Ｅの入社の経緯  

     社長は、平成 26 年２月下旬頃、Ｃに対し、当社の幹部候補としてＣの知人

の銀行勤務経験者を紹介するよう依頼を行った。そこで、Ｃは社長に対し、Ｃ

の知人で銀行勤務経験のあるＥを紹介したところ、Ｅは４月より当社に入社す

ることになった。  

 

   イ 本件紹介料の稟議の状況  

     社長は、平成 26 年４月 11 日、その当時Ａが代表取締役を務めていたＸ社と

の間で、当社の執行役員候補者としてＸ社がＥを紹介したことに関し、当社が

Ｘ社に約 292 万円を支払うことに合意した。  

     この合意の後、社長は、同月 14 日、前人事総務部長に指示して、「Ｅ氏紹介

の件」の件名で約 292 万円をＸ社に支払う内容の稟議を申請させ、当該申請の

決裁を行った。これに基づき、同月 15 日、当社よりＸ社に対し、約 292 万円

が支払われた。  

 

   ウ Ｅの小僧寿しファイナンス取締役への就任  

     平成 26 年４月１日、Ｅは当社の経理・財務本部本部長として入社し、同月

18 日、小僧寿しファイナンスの取締役に就任した。  

 

   エ ＥとＡ及びＸ社との関係  

     Ｅは、本件紹介料の支払が行われた当時、Ａ及びＸ社の役員その他の関係者

と一切面識はなく、当社とＴ社との間で株式譲渡契約が締結された平成 26 年

４月 18 日にＡと初めて会った。  

     また、Ｅは、社長及び当社にＥを紹介したのはＣであり、かつＥの当社への

入社にはＡ及びＸ社は一切関係がないとの認識であり、また、Ｃについても、

Ｅを社長及び当社に紹介したのはＣであるとの認識であった。  

 

   オ 社長の主張  

   （ア）５月７日ヒアリング  

常勤監査役は、平成 26 年５月７日、本件紹介料の支払について社長に対

するヒアリングを実施したところ、社長は以下の内容の説明を行った。  

     ○ Ａに人材紹介を依頼し、他の人も紹介してもらっていたが、最終的にＡか

らＣに話がいき、Ｅを紹介してもらったので、本件紹介料をＸ社に支払った。 

     ○ Ｘ社はＡの会社であるが、どのような業務を行っているかは分からない  

 

   （イ）５月 14 日ヒアリング  
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      同年５月 14 日、監査役らによる社長に対するヒアリングにおいて、監査

役らが、Ｅ及びＣは、いずれもＣがＥを当社に紹介したとの認識であること

などを社長に伝えると、社長は以下の内容の説明を行った。  

     ○ 本件紹介料は、Ａが、「小僧寿しファイナンスの取締役にＥが就任するア

レンジをした」と言うので支払ったが、実際小僧寿しファイナンスにＥが役

員として入るのを全部仕切ったのはＡである。  

     ○   本来小僧寿しファイナンスがＸ社に紹介料を支払う必要があるが、本件紹

介料を支払った同年４月 14 日当時、小僧寿しファイナンスはまだ存在しな

かったため、当社が支払った。  

 

   （ウ）６月 10 日ヒアリング  

   同年６月 10 日、当委員会のヒアリングにおいて、本件紹介料の支払に関し、

社長は以下の内容の説明を行った。  

 ○ 当初Ｃを小僧寿しファイナンスの取締役にする予定であったが、Ａから、

Ｃの同社取締役としての適正性に関する具体的な情報提供を受けたため、

ＣではなくＥを同社取締役に就任させることにした。  

○ Ａが小僧寿しファイナンスの取締役にＥが就任するのをアレンジしたと

いうのは、この情報提供をしてくれたことをいう。  

 

 （２）本件紹介料の支払の妥当性等  

    本件紹介料は、Ｅの紹介料としてＸ社に支払われているが、Ｅを社長及び当社

に紹介したのはＣであると認められることから、本件紹介料の支払はその根拠を

欠くものである。  

    なお、この点について、社長は、平成 26 年６月 10 日のヒアリングにおいて、

ＡはＥが小僧寿しファイナンスの役員に就任するのをアレンジしたため、その対

価として支払ったとし、そのアレンジの内容として、Ｃの同社取締役としての適

正性に関する具体的な情報提供であると説明する。  

    しかし、Ｘ社にＥの紹介料を支払った理由についての社長の説明は、合理的な

理由なく変遷している上、同日のヒアリングにおける上記説明も当委員会が保有

する資料とも整合しないことなどから、その内容を信用することはできない。  

したがって、社長から本件紹介料の支払について合理的な根拠を持った説明は

なく、その支払は適正なものではないと言わざるを得ない。  

 

３ 本件貸付及び 5,000 万円の預金の引出について  

 

当委員会が実施したヒアリング、収集した関連資料等から、本件貸付等に関する
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経緯等については、以下の事実関係が認められる。  

 

（１）本件貸付及び預金引出の経緯等  

  

ア 本件貸付の経緯等  

小僧寿しファイナンスは、平成 26 年４月 30 日、事務所用の貸室を賃借し、

その保証金及び仲介手数料の合計約 543 万円を当社が立て替えて支払った。  

Ｔ社の債務については、Ｂから当社に対し、同年４月 30 日までに、全て免

責的債務引受が完了したとの連絡があったため、社長は、小僧寿しファイナン

スに対し、運転資金等の目的で 5,000 万円の貸付（以下「本件貸付」という。）

を行うことにした。なお、社長は、当初小僧寿しファイナンスへの 5,000 万円

の増資を行おうとしたが、同社のＤＤが未了であり、かつ免責的債務引受に関

する各債権者の同意書に印鑑証明書が添付されていなかったことから、Ｅが同

増資に異論を述べたため、Ｅの進言を踏まえ、本件貸付に至ったことが認めら

れる。  

同年５月 1 日、社長の指示により、本件貸付についての稟議申請が行われ、

同日社長により決裁がなされた。また、社長の指示により、同月 2 日、当社よ

り小僧寿しファイナンスのＹ銀行Ｚ支店の預金口座（以下「本件口座」という。）

に 5,000 万円が入金された。  

 

   イ 本件口座からの 5,000 万円の全額引出  

当社から本件口座に 5,000 万円の振り込みが行われた同日、同支店において、

本件口座から、当社が立て替えて支払った保証金等に相当する約 543 万円が当

社に振り込まれた後、本件口座から 3,000 万円及び 1,457 万円余りの現金の払

戻しが相次いで行われた結果、同日中に本件口座から 5,000 万円全額が引き出

された。  

 

 （２）本件預金引出の判明の経緯等  

 

   ア 監査役らによる調査  

     監査役らは、平成 26 年５月 13 日、本件貸付の 5,000 万円の保管及び運用状

況等について社長に対するヒアリングを実施したところ、社長は以下のとおり

の説明を行った。  

○   本件口座の銀行印は私が所持しているが、預金通帳はＢが所持している。 

○   本件口座に入金された 5,000 万円のうち、小僧寿しファイナンスの事務

所用に立て替えて支払った保証金及び仲介手数料の合計額約 543 万円に
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ついては、Ｂの要請を踏まえ、Ｙ銀行の払戻請求書に押印をしたが、その

他の金額については把握していない。  

 

   イ 本件預金引出の判明及びこれに対する社長の説明  

     社長に対する上記ヒアリングが行われた同日、常勤監査役が本件口座の預金

残高の状況等についてＹ銀行Ｚ支店に照会したところ、5,000 万円の全額が同

年５月２日に引き出されていることが判明した。  

なお、常勤監査役が調査したところ、約 543 万円、3,000 万円及び約 1,457

万円の各出金のために使用された各払戻請求書には、いずれも社長とは異なる

同一人物の筆跡により社長名が記載され、社長が保管しているはずの銀行印が

押印されていた。  

 

 （３）監査役らによる社長ヒアリング及び 4,400 万円の返金  

  

ア 社長ヒアリング  

     平成 26 年５月 14 日、監査役らが社長に対し、本件預金引出の経緯等につい

てヒアリングを実施したところ、社長の説明は以下のとおりであった。  

○ 本件口座から 5,000 万円が引き出されたのは同月 13 日に初めて知った。 

○ 約 543 万円の払戻請求書には所持している銀行印を押印したが、3,000

万円と約 1,457 万円の各払戻請求書には押印していないし、押印につい

て承諾したこともない。  

○ 昨日（同月 13 日）にＢに電話したところ、Ｂは、本件預金引出について

「なぜ自分に聴かないのか」と怒っていたが、本日（同月 14 日）4,400

万円を返すという話だった。  

○ 同月 13 日にＢに電話したときに、Ｂから本件口座から 5,000 万円を引き

出したのはＢと聞いたが、Ｂに対し、本件口座から印鑑も押していないの

にどのように引き出したのか、引き出してから 4,400 万円が当社に届け

られるまでの間、引き出されたお金をどのように運用し、または保管して

いたかについては聞いていないため、それらのことは分からない。  

 

イ   Ｂによる 4,400 万円の返金  

     平成 26 年５月 14 日、監査役らが上述のとおり社長に対するヒアリングを行

っていたところ、突然Ｂが当社を訪問し、Ｂに対応した社員に 4,400 万円を渡

し、そのまま立ち去った。  

 

 （４）Ｂに対するヒアリングの要請  
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    平成 26 年５月 19 日の社内調査委員会の設置の直後から、当委員会は、Ｂが自

分に事情を聴取しないことを怒っていたとの社長の説明を踏まえ、文書及び電話

連絡により再三にわたり当委員会のヒアリングに応じるよう協力を要請した。  

    しかし、Ｂは、同年６月９日、Ａの代理人をも務める弁護士を通じて、本件預

金引出は社長も了解していたとし、当委員会による調査の権限が不明確であるこ

となどを理由に、ヒアリング要請には応じないとする回答を文書により行った。 

 

 （５）社長ヒアリング  

 

    平成 26 年６月 10 日、当委員会は、本件預金引出の経緯等に関し、社長に対す

るヒアリングを実施したところ、社長の説明内容は以下のとおりであった。  

○ Ｂによる本件預金引出について、私は事前に承諾していた。  

○ ５月２日、Ｂが本件口座から 5,000 万円を引き出した際、Ｙ銀行Ｚ支店

及びその他の支店まで立ち会った。  

○ Ｅが入社して以降、小僧寿しファイナンスの運用はＥに全て任せていた

が、本件預金引出の際、Ｅは立ち会っていない。Ｂから立ち会ってほしい

と要請されたので、私が立ち会った。  

○ 本件預金引出の経緯等についての自らの説明内容が変遷したという認

識はない。  

○ 本件貸付を行うことによる回収リスクがあったとしても、本件貸付は、

当社の営業黒字を達成するための経営判断である。  

○ 小僧寿しファイナンスの営業利益としては２億円を見込んでいたが、金

利は５％、具体的な事業計画、資金の調達方法等はＢとＥに任せてあるの

で、詳細には把握していない。  

 

 （６）本件貸付等の妥当性について  

 

   ア 本件貸付について  

     本件貸付が行われた平成 26 年５月２日、小僧寿しファイナンスのＤＤは行

われていなかったこと、Ｔ社の債務を全てＸ社が引き受けるとする債務引受書

に債権者らの署名押印があったとしても、債権者らの印鑑証明が添付されてい

なかったため、Ｘ社による免責的債務引受の手続は完了したとはいえない状況

にあったこと、社長は本件貸付が行われた当時、Ｘ社の業務内容等の実態につ

いて把握していなかったことなどの事情が認められる。  

確かに、本件譲渡契約書では上記免責的債務引受が同年５月末日までに完了
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しなかった場合等には当社がＴ社との株式譲渡契約を解除できることになって

いる。しかし、上記事情から 5,000 万円という多額の資金の回収リスクがある

ことを考慮すれば、本件貸付を行うに当たっては、債権者らの印鑑証明書が添

付され、債権者本人による同意を確認し、かつ小僧寿しファイナンスのＤＤを

実施して、Ａが報告した財務内容で誤りがないかどうかを確認すべきであった

のであり、これらの確認を行うことなく、本件貸付を指示した社長の判断は、

上記リスクを軽視した拙速な判断と評価されてもやむを得ない。  

     なお、この点に関し、社長は、本件貸付が回収できないリスクがあったとし

ても、営業黒字を達成するための経営判断ということを強調するが、本件貸付

を行う際、Ａが作成したという小僧寿しファイナンスの事業計画を十分把握し

ていなかった上、当委員会が小僧寿しファイナンスでの利益の目標、金利、資

金調達の方法等について質問しても、それらに整合性のある合理的な説明は社

長からはなされなかった。また、同社の規模からしてＤＤには時間がかからず、

かつ債権者も少数に過ぎず、上記債務引受書の取付けに時間がかかるとも考え

られないから、同年５月２日に本件貸付を行わなかった場合に失われる利益が

あったとしても本件貸付を正当化できるほどのものではないと考えられる。  

したがって、社長が述べる経営判断の中身について実質的な説明がなされて

いるとはいえず、本件貸付について合理性のある判断であったと評価すること

はできない。  

 

   イ 本件預金引出の経緯等についての社長説明の不合理な変遷  

     社長は、本件預金引出が行われたことについて、当初、監査役らのヒアリン

グにおいて、平成 26 年５月 13 日に初めて知ったこと、当社への返済を除く約

4,457 万円の払戻請求書に押印した事実はないなどと繰り返し説明していたが、

その後説明内容を覆し、同月２日の本件預金引出の際、Ｂの求めに応じて本件

預金引出のため銀行に立ち会ったとまで説明するに至った。  

しかし、当社は、上記 3,000 万円と約 1,457 万円の各預金の引出を承諾した

事実はないなどとする社長の説明を踏まえ、同月 15 日、それらの約 4,457 万

円について小僧寿しファイナンスの社内決裁を経ることなく出金に至った可能

性があることなどについて適時開示を行っているのであり、社長の合理的な理

由のない説明の変遷は著しく当社を混乱に陥れる遺憾な対応と言わざるを得な

い。  

     なお、社長は、本件預金引出の経緯について説明を変遷させた認識はないと

主張している上、当委員会が再三にわたり要求した資料を提示しなかったこと、

また、Ｂがヒアリングを拒絶していることなどの事情から、社長が上記のとお

り説明を変遷させた理由について当委員会が解明を行うことには限界がある。  
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第３ 原因分析、責任の所在及び改善策について  

 

 １ 原因分析  

 

社長が進めていた本件調査費用に関する A との契約や本件紹介料の支払に関す

るＸ社との契約については、社長と A との間だけで進められ、その契約に実質的に

関与していた幹部その他の従業員は皆無であり、いわばブラックボックス化してい

た。本件貸付についても、Ｔ社に関する必要な調査等が行われないまま、社長の指

示により実施されてしまった。  

当社では、以下のとおり、このような経営トップによる不適正な対応等がなされ

ることを想定したリスク管理体制等がとられておらず、社長に対する牽制ができな

かった。  

 

（１）取締役会の不十分な体制  

     Ｔ社の全株式譲受による子会社化に関しては、平成 26 年４月 18 日、取締役会

決議が行われたが、取締役会は、同社の事業計画が不十分であったことなど、Ｔ

社の子会社化に潜む本質的な問題を浮き彫りにすることができなかった。仮に同

社の子会社化の議案が同日の取締役会で決議されなかった場合には、本件貸付及

びその後の本件預金引出をめぐる混乱を防止できた可能性があることは否定で

きない。  

社長は、同日の取締役会において、本件調査費用の支出が存在することを説明

せず、かつ同社の全株式取得代金が 1,000 万円であるにもかかわらず 300 万円と

誤った説明を行うなど不適切な対応をとったことや、顧問弁護士により多くの解

除条件を付した本件株式譲渡契約書が作成されていたことなどにより同社の子

会社化のリスクは相当程度低減されていたことなどの事情を考慮しても、上記問

題を浮き彫りにできなかったのは、同日時点での取締役会の体制が、相次いだ社

内出身の取締役及び社外取締役の辞任により、社長及び平成 26 年３月 31 日に就

任したばかりの２名の社外取締役（弁護士 1 名、税理士 1 名）から構成されると

いう不十分な体制となっていたことも一つの要因と考えられる。  

 

（２）経営会議の不十分な機能等  

当社では、取締役会の下部機関として社内の役員及び幹部従業員で構成される

経営会議と呼称する決議機関があるが、Ｔ社の子会社化に関しては、社長以外の

経営幹部、その他の従業員が実質的に関与せず、かつ経営会議で事業計画等の資
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料も提示されず、社長による簡単な報告がなされたに過ぎなかった。このような

Ｔ社の子会社化に向けた社長の対応に危機感を覚え、社長に事業計画等の具体的

な資料の提示をして経営会議の議案にするよう進言した幹部従業員（既に退職）

の存在も認められたが、その従業員の危機意識は、経営会議内で共有されず、か

つ社内で十分な検討もなされずにＴ社の子会社化の話が進展している危険性が

あることも適切に取締役会に伝わらなかった。  

これは、経営会議が当社の施策の意思決定に関わる重要な機関としての機能を

果たせていなかったことに加え、経営会議において明らかになった議案等の問題

点が適切に取締役会に伝わる仕組みが備わっていなかったことによると考えら

れる。  

  

（３）稟議システムの機能不全  

本件調査費用等のいずれの事案（以下「本件各事案」という。）も、稟議申請

は社長の指示に基づき、幹部従業員らが行っているが、当該幹部従業員らはいず

れも本件各事案に全く関与していなかったため、支払の理由や妥当性等について

判断できる立場になかった。  

また、本件調査費用の支払については、稟議の申請書に調査業務の内容、費用

見積等に関する資料が添付されていなかったため、承認を留保していた幹部従業

員も存在したが、稟議システムに後閲決裁という制度が存在したため、承認して

いない幹部従業員がいても社長が決裁すれば稟議申請の手続は容易に完了する

ようなシステムになっていた。  

本件各事案に関しては、このように社内の相互牽制システムの一環であるはず

の稟議システムが機能していなかった。  

 

（４）役職員のコンプライアンス及びリスク管理に対する意識の希薄さ  

社長は、本件調査費用の支払に関し、Ａから見積書等の提示も受けず、Ａによ

る適正な調査が行われないリスクがあるにも関わらず、これを看過して A から口

頭で言われた 400 万円をそのまま支払うなど、リスクに対する認識が希薄であっ

た。また、本件紹介料の支払に関し、事情を知らない幹部従業員に事実と異なる

名目での稟議申請を指示したりするなど、コンプライアンスに対する意識も希薄

であったことが認められる。  

また、本件各事案の稟議申請に関わった幹部従業員らについても、社長からの

指示とはいえ、誰に又はどのような会社に、どのような費用を支払うのか確認で

きない段階で、指示通りに不明朗な稟議申請を行うなど、コンプライアンス及び

リスク管理に対する意識が希薄であったと言わざるを得ない。  
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（５）監査役らへの情報伝達の仕組みの不備  

    本件調査費用の稟議申請に関し、支払先、調査費用の内容等が明らかではない

として承認を行わなかった幹部従業員もいたが、この幹部従業員の問題意識は監

査役らに伝わらなかった。  

これは、社長の業務行動に何らかの問題がある場合にこれをチェックする監査

役らにタイムリーに情報を伝達する適切な仕組みが存在しなかったことによる

と考えられる。  

 

（６）経理部門による不十分なチェック機能  

     本件調査費用の支払に関し、必要な資料の添付がないにもかかわらず、400 万

円という高額な資金の支出がなされたことに見られるように、本件各事案につい

ては、経理部門による支出のチェック機能が十分に果たされなかった。  

   

２ 責任の所在  

 

（１）社長  

    社長については、自ら主導した本件調査費用及び本件紹介料の支払がいずれも

適正なものではなかったと判断できる他、リスクの高い本件貸付を急いだ経営判

断にも合理性は認められなかった。また、社長は、常勤監査役、当委員会による

一連のヒアリングにおいて、自らの責任追及を免れるために不合理な弁解に終始

した上、本件預金引出をめぐる説明の変遷等によって著しく当社を混乱に陥れる

などしており、当社の取締役としての自覚に乏しく、その責任は問われるべきで

ある。  

そこで、取締役会においては、社長に対し、本件調査費用及び本件紹介料に相

当する金額の返還請求や取締役の辞任勧告を含め適切な対応をとることが妥当

であると考えられる。   

なお、本件調査費用等の支払が判明した後、平成 26 年５月 14 日以降、取締役

会又は社外取締役は、社長が代表取締役に留まることは相応しくないとの理由で、

断続的に代表取締役を辞任するよう求めてきたが、社長はこれを拒否し続けた。

しかし、同月 26 日、社長から、業務改革、資金調達に一定の成果が見られたこ

とを理由として、同年７月に開催予定の臨時株主総会において新任の取締役が選

任された後、代表取締役を辞任すること、それまでの間代表権の一部を行使しな

いことなどの意向が示されるなどしたため、社長が執行しない業務については、

現在執行役員に委ねられている状況にある。  

 

（２）幹部従業員  
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    本件各事案の稟議申請を行った各幹部従業員については、社長の指示を受けて

稟議申請を行ったに過ぎず、本件各事案に関わる契約関係に実質的には関与して

いないことが認められる。  

    各幹部従業員については、稟議申請に当たって契約に関する見積書等の必要な

資料が存在しないことから、当該資料を社長に求めるなどして本件各事案の支出

等の適正性について自ら検討することが適切であったともいえるが、社長の指示

等の上記事情を考慮すると、それを行わなかったからといって責任を問うことは

酷であると考える。  

    なお、E については、5,000 万円の増資を急いでいた社長に本件貸付を進言し

ていることが認められるが、Ｔ社に関するＤＤ及び免責的債務引受が完了してい

ないため、増資を行うことは困難であることを社長に伝えていること、融資につ

いての取締役会付議基準が 1 億円であったことから本件貸付の手続上の瑕疵は存

在しないことなどの事情を考慮すると、その責任を追及することは適切ではない

と考える。  

    

３ 改善策  

 

 （１）取締役会の体制の充実、強化  

当社の実務に詳しい社内出身の取締役を加えるなどして、現在３名の取締役会

の体制の充実強化を図ることが適切である。  

なお、当社は、取締役会の体制の充実強化を図ることを目的として、平成 26

年５月 23 日の取締役会において、同年７月に開催予定の臨時株主総会に取締役

選任の議案を提出することを決議した。  

 

（２）経営会議の運用の見直し及び報告内容等の取締役会への適切な伝達の仕組み  

   経営会議に議案として提出され、又は報告された案件については、それに必要

な資料等を関係役員又は幹部従業員に提示させた上で実質的に議論ができるよう

に運用し、かつ、経営会議で議論された内容や提起された問題点等について、そ

れらの重要性に鑑み担当の幹部従業員らが取締役会で報告するなど、適切に取締

役会に伝達される仕組みを構築することが必要である。  

また、経営会議には従来から常勤監査役が出席していたが、経営会議における

検討状況や議案の問題点等について、監査役会での情報共有が十分ではなかった

ことから、取締役会の前に開催される監査役会において、経営会議における議案

の問題点等についてあらかじめ情報共有を図り、これらが取締役会に適切に伝達

されているかチェックすることが適切である。  
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（３）稟議システムの運用の見直し  

 稟議システムについては、支出の根拠となる契約関係等に関与していない従業

員による稟議申請を原則禁止するとともに、後閲決裁をする場合には、その理由を

稟議システム上に掲載し、かつ問題点を指摘した従業員の承認を経ない場合には合

理的な理由がない限り資金の支出ができないような運用体制を構築するべきであ

る。  

   なお、本件調査費用等の支払が判明した後、応急的な再発防止策として、一定以

上の金額の支出を伴う稟議申請があった場合、その報告ルートに常勤監査役を追加

するとともに、稟議書の後閲承認の制度を運用しないことにした。  

 

（４）取締役会付議基準の見直し  

本件貸付は 5,000 万円という多額な金額であったが、当社の取締役会付議基準

によれば、融資については 1 億円となっており、5000 万円は付議基準に該当し

ないため、本件貸付が取締役会に付議されることなく、社長の指示により行われ

てしまった。しかし、現状の当社の経営規模等からすると、1 億円は巨額であり、

実態に即していないと言わざるを得ない。  

そこで、取締役会付議基準を現在の経営状態等を勘案し、見直すことが適切で

ある。  

 

（５）コンプライアンス・リスク管理委員会の運用の見直し  

   当社には、コンプライアンス及びリスク管理体制の整備・充実を目的とし、社

長を委員長、事務局を内部監査室とするコンプライアンス・リスク管理委員会が

設置されている。しかし、同委員会については、委員のメンバーが経営会議のメ

ンバーと重なるため、経営会議と併せて実施されるようになるなど、その運用は

形骸化していたと言わざるを得ない。  

そこで、同委員会を経営会議とは別個の機会に開催し、当社が属する業界の不

祥事の事例等について情報共有して議論したり、また、同委員会のオブザーバー

として社外監査役を加えて同委員会がその機能を果たしているかチェックさせた

りするなど、同委員会がその設置目的を実現できるような運用を行うべきである。 

 

 （６）幹部従業員らのコンプライアンス及びリスク管理の意識の向上  

    幹部従業員らは、経営トップの指示とはいえ、それが適正とは考えられない場

合には、必要な資料等を要求するなど、コンプライアンス及びリスク管理の意識

を持ち、毅然とした態度で接することが求められる。また、その他の従業員も、

稟議申請等により、それらを発見した場合には、上司に報告したり、内部通報制

度を活用したりするなど適切な対応が求められる。  
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    そこで、従業員を対象とするコンプライアンス及びリスク管理の意識の向上を

図るため、役職別にそれらに関する研修を定期的に実施するとともに、同研修等

を通じて本各事案を踏まえた原因分析の結果、改善策等について従業員に周知徹

底するようにすることが適切である。  

 

（７）内部通報制度の窓口の拡充  

     当社の内部通報制度については、通報先が人事総務部門に限られてしまうため、

経営トップの不適正な業務が行われた場合、それを従業員が発見したとしても、

同制度が有効に機能するとは言い難い状況にある。  

そこで、内部通報制度の窓口を監査役、社外監査役にも拡充し、通常の事案は

人事総務部門が対応するとしても、同部門で対応が困難な経営トップや経営幹部

らによる不適正な業務に関連する場合には、監査役らが必要に応じて調査権限を

行使して調査に乗り出すことが適切である。  

 

（８）幹部従業員らと監査役との定期的な情報交換  

監査役らは、代表取締役との定期的な面談を実施し、コミュニケーションを図

ってきたが、これに加え、本件各事案のように経営トップの業務の適正について

問題となり得る場合をも想定し、それを早期に発見するため、幹部従業員らとの

コミュニケーションをも図っておく必要性がある。  

そこで、監査業務の一環として、経営トップに加え、幹部従業員らとの定期的

な面談等を組み入れることが適切である。  

 

 （９）経理部門による支出のチェックの強化  

    一定額を超える支出については、経営トップの指示であっても、その支払の根

拠となる資料や支出が社内の意思決定手続を経て行われているかを確認するた

めの経営会議等の議事録等を添付させる運用に改めるなど、経理部門によるチェ

ックを強化する体制を構築する必要がある。  

 

以上  


